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第１ 趣旨                                     

 

 仕事や生活のあり方に関する価値観が多様化する中、職員の心身の健康に及ぼす影響等

を考慮するとともに、様々な背景を持つ全ての職員が安心して働き続けることができる環

境を整備し、組織活力の向上を図るため、職員のワークライフバランス（仕事と家庭の調

和）の確立に向けた指針を定めるものです。 

 

 

１ 基本的な考え方   

（１）全ての職員が、健康で意欲と能力を発揮し、子育てや介護、自己啓発等、私生活に

おいても充実した時間を過ごすことができる働きやすい職場環境を目指す。 

（２）職員は本指針を「自分ごと」として理解し、ワークライフバランスを考えて各取組

を実践する。 

（３）各職場においては、上司・部下を問わず、職員同士が互いに置かれた背景を理解・

尊重し、必要な支援や助け合いを行うなど、風通しが良い良好な環境づくりに向けて

主体的に行動する。 

（４）総務政策局総務課、各所属（本庁、出先機関、所管機関（道立学校を除く。））及び   

管理職員は、それぞれの立場でワークライフバランスの確立に向け必要な措置を行う

とともに、職員の意識改革が図られるよう積極的に取組を進める。 

 

 

２ 取組の３つの柱   

  取組の３つの柱に基づき、統一的なルールや取組を基本としながら、各職場の実情に

応じて取組を実践する。 

 

（１）働き方の見直し 

（２）時間外勤務の縮減等 

（３）多様で柔軟な働き方の推進 

 

 

３ 推進期間   

  令和７年度（2025年度）から令和11年度（2029年度）までの５年間を推進期間とする。 

なお、指針の進捗状況や推進期間中の制度改正などを反映させるため、必要に応じて

指針の見直しを行う。 
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第２ ３つの柱に基づく具体的な取組                                                

 

１ 働き方の見直し   

 

（１）職場改善 

  ア 業務分担 

     所属の事務分掌や業務の分担を行うに当たっては、職員の持つ知識、経験や、時

間外勤務の実績なども勘案しながら、所属内における業務の平準化を図り、長時間

勤務が生じない体制の構築に努める。 

  イ 業務進捗の確認、協力、応援体制 

  （ア）定期的にミーティングを実施し、職員の業務の進捗状況等の確認や所属長から

の指示事項などを職場内で共有し、業務の進め方や時間の使い方を具体的に指示

するなど、効率的な業務の推進と平準化に取り組む。 

  （イ）繁忙時などは、職員間での業務協力体制を確保し、特定の職員に業務が集中し

ないよう適正な配分を行う。また、業務の態様に応じ、組織内の応援体制を強化

する。 

  （ウ）応援体制の強化を行ったにもかかわらず、時間外勤務の上限時間（「北海道職

員の勤務時間、休暇等に関する規則」第５条第６項及び第７項に規定される限度

時間（以下「上限」という。））を超える時間外勤務や、その他の長時間勤務が発

生すると見込まれる場合には、速やかに総務政策局総務課と協議し、各所属長の

権限に基づく弾力的な職員配置や必要な協力、応援体制の確保等を図る。 

  ウ 広域的な応援体制 

    総務政策局総務課は、各職場の業務の状況等を的確に把握し、それぞれの行政課

題に応じて機動的かつ迅速に対応するため、所管部署に加え、関連部署や経験者か

らなるプロジェクトチームを活用するなど組織横断的な取組を推進するほか、各所

属長の権限に基づく弾力的な職員配置や必要な協力、応援体制の確保など、各所属

における職場改善に取り組む。 

    また、各所属は、弾力的な職員配置や必要な協力、応援体制の確保等を行っても

時間外勤務の上限を超えるような長時間の時間外勤務が発生すると見込まれる場合

には、速やかに対応を検討し、総務政策局総務課と協議する。 

 

（２）業務改善 

ア 業務処理方法の改善 

    職員は、業務プロセスを不断に見直し改善を図ることなどにより、効率的な行政

運営の確保に努める。 

（ア）緊急性、重要性、処理期限等を勘案し、優先順位を見極めて業務計画を立て、

計画的に執行する。 

（イ）不要不急の業務や重複している業務等の見直しを行うほか、資料等の作成を必

要最小限とするなど業務量の縮減に取り組む。 

（ウ）業務継続の観点も踏まえ、業務引継やマニュアル、フロー図等を整備し、効率

化を図る。 
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（エ）ビジネスチャット（Dochat）やWeb会議システム、グループウェア(desknet's) 

のスケジューラーなど庁内ネットワークシステムの有効活用やペーパーレス化を

進め、情報伝達の迅速化、情報の共有化等を図る。 

（オ）申請、届出、入札、調達等の各種手続きの電子化や業務のシステム化を進め、

効率的な行政運営を図る。 

イ 業務ごとの改善 

    他所属に対する業務依頼、予算業務、人事異動業務、議会関係業務、会議、打合

せ等を行う場合は、業務の簡素化・効率化を図る観点から、次の事項等に留意する。 

（ア）他所属に対する業務依頼 

・ 他所属、機関等と連携して行う業務は、時間を十分確保するなど計画的に処

理するよう努めること。     

・ 「勤務時間外に及ぶ業務依頼の取扱いについて」（平成29年５月25日付け教

総第316号総務政策局総務課長通知）を遵守し、他所属に対しては、正規の勤務

時間外に及ぶ業務依頼を行わないこと。 

・ 危機管理に関する業務及び道民等に直接影響を及ぼす場合や行政運営上の支

障が生ずる場合など、やむを得ず勤務時間外に及ぶ場合は、依頼元の管理職員

から、時間外に及ぶ業務依頼を行う必要性を明らかにして依頼先の管理職員に

対して依頼を行うことを徹底し、必要最小限の所属及び人員で対応すること。 

・ 資料の作成や報告書の提出等を依頼する場合は、依頼された所属等の対応が

必要最小限となるよう書式や添付書類等の簡素化を図り、作業に要する期間を

十分確保すること。 

（イ）予算業務、人事異動業務 

     業務量等を勘案するとともに、正規の勤務時間での対応を原則として作業日程

等を組み、担当課等にあらかじめ明示した上で計画的に業務を進めること。やむ

を得ず正規の勤務時間外に行う場合には、勤務時間外に及ぶ業務依頼の取扱いを

遵守すること。 

（ウ）議会関係業務 

     勉強会や資料作成の簡素化、事務のオンライン対応など、事務処理の合理化に

努めること。 

（エ）会議、打合せ等 

    ・ 資料配付などで足りる場合は、会議・打合せ等は行わないこと。 

    ・ 職員で構成している各種検討会等は、そのあり方や成果等を十分精査し、統

廃合を含め効率的に運営すること。また、構成員や出席者は必要最小限とする

こと。 

    ・ 庁内で実施する会議・打合せは、紙資料が必要な場合を除き、原則ペーパー

レスで行うこと。また、所要時間は１時間以内とし、勤務時間内に実施するこ

と。 

    ・ 類似の会議、打合せ等の活用や、事前の資料配付等による効率化など、出席

者の負担軽減を図ること。 
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２ 時間外勤務の縮減等   

（１）時間外勤務の上限等 

   ア 通常の臨時的業務（下記イ以外）の場合（時間外勤務の原則） 

（ア）１箇月 45時間以内 

（イ）１年  360時間以内 

 

イ 通常予見することができない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に必要がある場

合（特例業務） 

（ア）１箇月 100時間未満（上記アの業務に係る時間外勤務命令時間数を含む。） 

（イ）１年  720時間以内（上記アの業務に係る時間外勤務命令時間数を含む。） 

（ウ）２～６箇月の平均（前年度分を含む） 80時間以内 

（エ）45時間を超えて時間外勤務を命ずる月数 １年について６箇月以内 

 

  「通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に必要がある場合」の範囲  
 

種  別 内     容 

１ 災害事故等対応業務 自然災害、事故又は事故対応等、道民の生命若しくは財産又

は公務運営に影響が生ずる可能性がある臨時的又は緊急的

な業務 

２ 新規課題等対応業務 新たな重要課題への対応、社会的又は自然的環境の著しい変

化への対応等、業務の量又は時期を予見し計画的な処理を行

うことが困難と認められる業務 

３ 他律的業務 国、市町村、関係機関等の外部機関と密接に関係する業務又

は議会関係業務等、業務の量や時期が他律的に決まる比重が

高い業務 

４ 一時的、突発的対応業務 予算業務、人事異動業務、大規模イベントの準備等、１年の

半分を超えない一定の限られた期間（６箇月以下）において

一時的、突発的に業務量が大幅に増加する業務  

５ 人員減に伴う補完業務 年度途中での長期療養者の発生又は人事異動等、やむを得な

い事情による人員減が発生した場合の補完業務  

 

ウ 大規模災害への対応、道民の生命、財産に重大な影響を及ぼす緊急時の対応業務の場合 

  上記の上限時間は適用しない。（上限時間を超えて時間外勤務命令を発すること

ができる。） 

   なお、この事由による時間外勤務命令を発する場合には、あらかじめ教育長への

協議が必要。 

 

（２）時間外勤務の事前命令と退庁管理の徹底 

ア 事前命令の徹底 

（ア）職員は、時間外勤務の前にあらかじめ命令を受ける。 

（イ）管理職員は、時間外勤務を命じる場合は次の点に留意し、時間外勤務命令の適

正な運用を徹底する。      
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・ 時間外勤務は事前に命令する。命令した管理職員は、時間外勤務を行った日

の直近の勤務日に、勤務の実施状況と命令した勤務時間を再確認し、勤務時間

に乖離がある場合には当該時間外勤務命令を変更する。 

    ・ 時間外勤務は、業務の緊急性・必要性を十分検討して必要最小限とし、職員

の健康管理及び公務能率を考慮し、原則として午後10時までとする。また、週

休日及び休日には勤務を命じないよう努める。 

    ・ 連続した時間外勤務は行わない。  

イ 退庁管理の徹底 

（ア）管理職員は、業務マネジメントのほか、職員と日頃からコミュニケーションを

図りながら定時退庁の促進に努める。 

（イ）管理職員は、職員の退庁を現認し、時間外勤務を命令されていない職員に、勤

務時間終了後30分以内に退庁するよう促す。 

（ウ）管理職員は、時間外勤務命令を行った場合、当該命令が適正に履行されている

ことを確認し、必要に応じて実態を調査する。 

  

（３）勤務時間の適正管理 

ア 「労働安全衛生法」第66条の８の３に基づく職員の勤務時間の状況の把握は、勤

怠管理システムによる出勤状況・時間外勤務命令の記録確認又は現認等により行う。 

  イ  「職員の勤務時間等の適正な管理の徹底について」（令和５年（2023年）４月３日

付け教総第3360号教育部長通知）を遵守し、勤務時間等の不適切な運用が発覚した

場合は、必要に応じて所定の事故関係書類を提出すること。 

 

（４）時間外勤務縮減の取組 

   時間外勤務の縮減に向け、定時退庁日の設定等に取り組む。ただし、大規模災害等

緊急業務などで、やむを得ず時間外勤務を要する場合にあっては、必要最小限の勤務

となるよう努める。 

 

（５）マネジメントシートの活用 

  ア マネジメントシートによる業務の執行管理 

       管理職員は、時間外勤務マネジメントシートを活用して時間外勤務の実績を所属

内で情報共有し、上限を超える時間外勤務やその他の長時間勤務が生じないよう、

業務の執行管理を適切に行う。 

イ 上限を超えた場合における要因の検証等 

（ア）職場改善の徹底 

        各所属は、上限を超えて時間外勤務を命じた場合は、速やかに総務政策局総務

課に報告するとともに、第２第１項（１）に掲げる取組を徹底する。 

（イ）要因の整理・分析・検証 

     各所属は、時間外勤務の要因を整理・分析し、時間外勤務マネジメントシート

を総務政策局総務課に提出する。総務政策局総務課は、勤務の状況等を検証し、
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必要な対策等を講じる。 

ウ 要因分析に基づく指導 

    総務政策局長等は、時間外勤務マネジメントシート等を通じて、時間外勤務の要

因を的確に把握するとともに、改善が必要な管理職員に時間外勤務の縮減に向けた

取組を徹底するよう指導するものとし、指導を受けた管理職員は、当該指導事項を

踏まえて適切に対処する。 

  エ 時間外勤務時間数の引継ぎ 

    勤怠管理システムで時間外勤務を管理していない職員が、勤怠管理システムで時

間外勤務を管理している所属に異動した場合は、異動前後を通じた年又は月平均の

時間外勤務の管理が適切になされるよう、各所属は異動前の時間外勤務時間を異動

先の所属に引き継ぐ。 

 

（６）職員の健康管理 

  ア 過重労働による健康障害の防止    

    管理職員（対象職員が管理職員の場合は当該管理職員の上司）は、職員の勤務時

間の状況を把握し、「教育庁職員等の過重労働による健康障害防止対策取扱要領」

に基づき医師による面接指導を受けさせるなど必要な措置を講ずる。 

  イ 休息時間の確保 

    管理職員は、時間外勤務による疲労の蓄積を防ぎ、睡眠時間の確保を図るため、

職員が深夜に及ぶ時間外勤務を行った場合には、必要に応じて時差出勤や勤務時間

の臨時の割振り変更を活用し、翌日（時間外勤務が午前０時以降になる場合は当日）

の出勤時間を遅らせるなど配慮する。 

  ウ 週休日の振替等 

（ア）管理職員は、やむを得ず週休日又は休日に勤務を命ずる場合には、週休日の振

替若しくは半日勤務時間の割振り変更又は休日の代休日の指定を行い、当該勤務

が時間外勤務とならないよう努める。 

（イ）管理職員は、１月につき60時間を超えて時間外勤務をさせた場合は、職員の健

康及び福祉の確保に配慮し、時間外勤務代休時間の指定に努める。 

 

３ 多様で柔軟な働き方の推進   

（１）休暇の取得促進 

  ア 全庁的な取組 

ゴールデンウィークや年末年始等の休日に合わせ、長期休暇の取得奨励期間（リ

フレッシュウィークなど）を設定するほか、職員がライフスタイルに応じて必要な

時期に休暇を取得できるよう、休暇カレンダーを推奨するなど休みやすい環境づく

りに向けた取組を推進する。 
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イ 職員の取組 

    自らの業務を計画的に処理し、毎月１日以上を目安とするなど、積極的に休暇を

取得するとともに、他の職員と相互に協力しながら取得しやすい職場環境づくりに

努める。 

  ウ 管理職員の取組 

（ア）業務上の配慮や応援体制の整備を行い、日頃から職員に計画的、積極的な休暇

取得を促すとともに、自らが率先して取得するなど、休暇取得しやすい職場環境

づくりを行う。  

（イ）各種休暇制度や長期休暇の取得奨励期間を職員に周知し、次のような機会には

取得を積極的に奨励する。特に大型連休前後は、１週間以上の連続休暇となるよ

う取り組む。 

・学校行事等 

（入園式、卒園式、入学式、卒業式、授業参観、学芸会、運動会、ＰＴＡ活動等） 

・記念日（誕生日、結婚記念日等） 

・大型連休（ゴールデンウィーク、年末年始等） 

・その他 

（月曜日・金曜日・祝日と合わせた連続休暇、休日に挟まれた日の休暇取得促進等 ） 

（ウ）職員個々の年次有給休暇の取得予定や実績を把握し、職場内での年次有給休暇

の取得予定や実績の「見える化」を進める。職員が年次有給休暇を少なくとも５

日以上取得できるよう配慮し、毎年９月末時点で取得日数が５日に達していない

職員には個別に取得を奨励するとともに、職場内で重点的な配慮を行う。  

 

 

（２）テレワークや時差出勤の積極的な活用 

ア 全庁的な取組 

    テレワークや時差出勤制度の理解や周知に努めるとともに、「ワークライフバラ

ンス推進強化期間」等を活用して職員のテレワークや時差出勤に係る意識啓発を図

り、多様で柔軟な働き方の実現に向けた職場環境づくりを推進する。 

イ 職員の取組 

    テレワークや時差出勤を積極的に活用し、子育てや介護など自らのライフスタイ

ルに応じた多様で柔軟な働き方の実現に向けて取り組む。 

  ウ 管理職員の取組 

    職員がテレワークや時差出勤を活用した勤務がしやすい職場環境となるよう、

ペーパーレス化や情報共有等の効率化を図るなど業務の進め方を見直すほか、自ら

率先してテレワーク等を実施するなど積極的に行動する。 

【目標】 

  職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数  １５日 
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（３）仕事と私生活の両立 

ア 仕事と子育ての両立支援 

（ア）職員は、「北海道教育委員会特定事業主行動計画」に掲げる数値目標の達成等

に向け、積極的に行動する。 

（イ）管理職員は、子育て支援制度を十分理解して周知徹底するとともに、子育てを

する職員の事情や意向の把握に努め、職員個々の状況に応じて配慮を行いながら、

積極的に子育てに関する両立支援制度を活用するよう促す。 

（ウ）管理職員は、女性職員の活躍推進の観点からも、男性職員の家庭生活への関わ

りを深めることが不可欠であることを認識し、子の出生が見込まれる男性職員に

対しては、子の出生時（出産予定日の１か月前から出産日の１か月後までの間）

における５日以上の休暇及び１週間以上の育児休業取得を奨励するとともに、そ

の取得状況を適切に把握する。 

イ 仕事と介護の両立支援 

（ア）職員は、家族等の介護をする職員の介護休暇等の取得に配慮するなど、仕事と

介護を両立できる職場環境づくりに向け、主体的に行動する。 

（イ）管理職員は、介護休暇等の制度を周知徹底し利用を促進するほか、家族等の介

護をする職員の事情や意向の確認を行い、介護に関する両立支援制度を必要とす

る職員が活用できるよう、積極的に行動する。 

ウ 自己啓発等の支援 

（ア）職員は、気兼ねなく安心して自己啓発等に関する休業や休暇取得を行うなど、

多様な働き方ができる風土づくりに向けて主体的に行動する。 

（イ）管理職員は、修学部分休業、高齢者部分休業、自己啓発等休業等、仕事との両

立支援のための制度や、両立のためのテレワークや時差出勤などが活用されるよ

う、対象職員に職場内で必要な配慮を行う。 

エ 両立支援に向けた職場環境づくり 

（ア）両立支援制度の周知・情報提供 

    ・ 総務政策局総務課は、仕事と子育て又は介護の両立支援、自己啓発等の必要

性や制度等について職員に周知する。 

    ・ 管理職員は、職員から本人若しくは配偶者の妊娠や介護に関する申出、又は

自己啓発等休業等の利用の申出があったときは、総務政策局総務課と申出の内

容等を共有し、当該職員に両立支援制度について情報提供するなど、連携して

支援を行うとともに、職員が希望する方法（面談や書面、電子メール等）を用

いて各種制度の利用について意向を確認する。 

（イ）子育て又は介護をする職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限 

     管理職員は、原則として、子育て又は介護をする職員が請求をした場合は、そ

の内容に応じて、深夜勤務をさせてはならないこと、時間外勤務をさせてはなら

ないこと、又は１箇月24時間、年間150時間を超えて時間外勤務をさせてはならな

いことに留意する。 
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第３ ワークライフバランスの推進を定着させる取組                                                

 

１ ワークライフバランスの推進に関する啓発   

（１）統一的な取組 

   ワークライフバランスの重要性を職員に徹底するため、「ワークライフバランス推

進強化期間」等を設け、全庁一斉、または本庁、出先機関、所管機関（道立学校を除

く。）ごとに重点的に働きかけを行う。また、研修等あらゆる機会を活用して意識改

革に努めるほか、各種制度を活用した多様な働き方の事例を発信し、制度の使い方や

理解促進に努める。 

（２）各所属の取組  

   各所属の実情に合わせ、独自に時間外勤務の縮減や休暇の取得促進に向けた具体的

な取組を推進するなど、職員の意識改革や職場の業務改善に向け、主体的に取り組む。 

 

２ 人事評価の活用   

（１）目標の設定 

ア 管理職員は、効果的・効率的な業務運営やワークライフバランスの推進に資する

ため、部下職員の業務の平準化、時間外勤務の縮減、年次有給休暇等の取得促進、

仕事と子育て又は介護等との両立支援に向けた良好な職場環境づくり等、業務改善

や業務マネジメントに関する目標を設定し、その達成に向けて率先して行動する。 

イ 管理職員以外の職員は、業務内容や職位に応じて本指針に基づく目標を設定する

よう努める。 

（２）評価等 

ア （１）の目標に関して、「北海道教育庁等職員の人事評価実施要綱」及び「北海道

教育庁等職員の人事評価実施要領」に基づき、人事評価に適切に反映する。 

イ 管理職員の業績評価に当たっては、設定した目標のほか、業務マネジメント及び

ワークライフバランスの推進に資する良好な職場環境づくりに向けてとられた行動

や実績について、業務の状況や組織体制なども総合的に勘案の上評価する。 

 

 


